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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回　次
第113期

第３四半期
連結累計期間

第114期
第３四半期
連結累計期間

第113期

会計期間

自　平成28年
　　４月１日
至　平成28年
　　12月31日

自　平成29年
　　４月１日
至　平成29年
　　12月31日

自　平成28年
　　４月１日
至　平成29年
　　３月31日

売上高 (百万円) 1,333,197 1,370,802 1,872,721

経常利益 (百万円) 102,433 104,862 140,106

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
(百万円) 70,562 75,763 94,501

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 75,240 116,406 99,307

純資産額 (百万円) 620,446 712,006 644,076

総資産額 (百万円) 2,017,218 2,184,690 2,015,996

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 98.31 105.55 131.66

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 28.5 31.4 29.5

 

回　次
第113期

第３四半期
連結会計期間

第114期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自　平成28年
10月１日

至　平成28年
12月31日

自　平成29年
10月１日

至　平成29年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 40.39 38.14

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

 

２【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社91社、関連会社26社で構成され、その主な事業内容は、建設事業（国内建築事

業、海外建築事業、国内土木事業及び海外土木事業）及び不動産事業であり、さらに各々に付帯する事業を行ってい

る。

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な

関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、次の内容を追加した。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものである。

 

当社は、平成29年12月に中央新幹線の工事の入札に関して、独占禁止法違反等の疑いがあったとして、東京地方検

察庁及び公正取引委員会による捜査・調査を受けた。

また、当社子会社の大林道路株式会社は、平成28年８月に、東京都、東京港埠頭株式会社、成田国際空港株式会社

及び国土交通省がそれぞれ発注する舗装工事の受注に関して、平成28年９月には、神戸市及びその周辺地域において

供給するアスファルト合材の販売価格に関して、平成29年２月には、全国において販売するアスファルト合材の販売

価格に関して、それぞれ独占禁止法違反の疑いがあったとして公正取引委員会の調査を受けた。

それらの当局による捜査・調査は現在も継続中であり、その結果次第では当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性がある。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年12月31日）における当社グループの連結業績について

は、売上高は建設事業売上高が増加したことなどから、前年同四半期比約376億円（2.8％）増の約１兆3,708億円

となった。損益の面では、完成工事総利益が増加したことなどから、営業利益は前年同四半期比約17億円

（1.8％）増の約988億円、経常利益は前年同四半期比約24億円（2.4％）増の約1,048億円、親会社株主に帰属する

四半期純利益は前年同四半期比約52億円（7.4％）増の約757億円となった。

 

　　セグメント情報

　　（国内建築事業）　　　売上高は前年同四半期比約106億円（1.4％）減の約7,344億円、営業利益は前年同四半

期比約５億円（0.9％）増の約606億円となった。

　　（海外建築事業）　　　売上高は前年同四半期比約426億円（17.8％）増の約2,819億円、営業利益は前年同四半

期比約８億円（22.2％）減の約28億円となった。

　　（国内土木事業）　　　売上高は前年同四半期比約61億円（2.5％）増の約2,481億円、営業利益は前年同四半

期比約11億円（4.2％）増の約275億円となった。

　　（海外土木事業）　　　売上高は前年同四半期比約３億円（0.6％）減の約573億円、営業損益は約４億円の利

益（前年同四半期は約８億円の損失）となった。

　　（不動産事業）　　　　売上高は前年同四半期比約16億円（6.1％）減の約258億円、営業利益は前年同四半期

比約15億円（24.9％）減の約47億円となった。

　　（その他）　　　　　　売上高は前年同四半期比約16億円（7.5％）増の約230億円、営業利益は前年同四半期

比約11億円（86.9％）増の約25億円となった。

　　※　セグメント情報の詳細は、第４ 経理の状況 を参照

 

（２）財政状態

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末比約1,686億円（8.4％）増の約２兆1,846億円と

なった。これは、季節要因により工事代金債権（「受取手形・完成工事未収入金等」及び「電子記録債権」の合

計）が増加したこと、保有株式の時価の上昇に伴い「投資有価証券」が増加したこと、事業用不動産の取得等によ

り「建物・構築物」及び「土地」が増加したことなどによるものである。

　当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末比約1,007億円（7.3％）増の約１兆4,726億円と

なった。これは、工事代金の支払に係る債務（「支払手形・工事未払金等」及び「電子記録債務」の合計）が減少

した一方で、資金需要に対応して「コマーシャル・ペーパー」が増加したことなどによるものである。また、有利

子負債残高は前連結会計年度末比約1,199億円（43.9％）増の約3,933億円となった。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末比約679億円（10.5％）増の約7,120億円となっ

た。これは、大林道路株式会社の完全子会社化に伴い「非支配株主持分」が減少した一方で、親会社株主に帰属す

る四半期純利益の計上に伴い「利益剰余金」が増加したことや「その他有価証券評価差額金」が増加したことなど

によるものである。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は31.4％となり、前連結会計年度末より1.9ポイント上

昇した。

EDINET提出書類

株式会社大林組(E00055)

四半期報告書

 3/19



（３）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はない。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

 

（５）研究開発活動

　当社グループの当第３四半期連結累計期間における研究開発に要した費用の総額は、約71億円である。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,224,335,000

計 1,224,335,000

 

②【発行済株式】

種　類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内　容

普通株式 721,509,646 721,509,646

東京証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

な る 株 式 で あ

り、単元株式数

は100株である。

計 721,509,646 721,509,646 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年　月　日

発行済株式総数 資　本　金 資本準備金

摘　要
増減数
(千株)

残　高
(千株)

増減額
(百万円)

残　高
(百万円)

増減額
(百万円)

残　高
(百万円)

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 721,509 － 57,752 － 41,694 －

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてい

る。

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　3,447,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 717,590,500 7,175,905 －

単元未満株式 普通株式　　 471,746 －
一単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 721,509,646 － －

総株主の議決権 － 7,175,905 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式

　　　　1,000株（議決権10個）及び役員報酬ＢＩＰ信託が所有する株式248,900株（議決権2,489個）が含まれてい

　　　　る。

２　「単元未満株式」には、自己保有株式28株及び役員報酬ＢＩＰ信託が所有する株式99株が含まれている。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社大林組

東京都港区港南

２丁目15番２号
3,447,400 － 3,447,400 0.48

計 － 3,447,400 － 3,447,400 0.48

（注）　株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式1,000株（議決権10個）及び役員報酬

ＢＩＰ信託が所有する株式248,900株（議決権2,489個）は、上記自己保有株式には含まれていない。

 

２【役員の状況】

該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 194,585 187,229

受取手形・完成工事未収入金等 720,361 ※２ 780,503

電子記録債権 21,075 ※２ 16,000

有価証券 2,519 2,242

販売用不動産 16,739 14,439

未成工事支出金 39,881 60,908

不動産事業支出金 24,200 27,961

ＰＦＩ等たな卸資産 42,406 41,936

その他のたな卸資産 7,872 12,997

繰延税金資産 17,443 14,863

未収入金 78,009 66,736

その他 16,694 42,077

貸倒引当金 △142 △135

流動資産合計 1,181,645 1,267,762

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 92,587 103,085

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 29,554 44,440

土地 308,241 325,959

リース資産（純額） 228 219

建設仮勘定 28,986 21,528

有形固定資産合計 459,597 495,234

無形固定資産 6,558 4,946

投資その他の資産   

投資有価証券 346,245 400,212

長期貸付金 2,024 900

退職給付に係る資産 68 68

繰延税金資産 1,987 747

その他 18,118 15,049

貸倒引当金 △249 △230

投資その他の資産合計 368,194 416,747

固定資産合計 834,350 916,927

資産合計 2,015,996 2,184,690
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 485,408 ※２ 475,548

電子記録債務 150,289 ※２ 133,642

短期借入金 89,498 76,901

1年内返済予定のノンリコース借入金 ※３ 6,832 ※３ 7,128

コマーシャル・ペーパー － 145,000

1年内償還予定の社債 25,000 10,000

リース債務 85 83

未払法人税等 30,533 10,774

繰延税金負債 402 421

未成工事受入金 106,541 109,959

預り金 102,707 116,686

完成工事補償引当金 3,048 3,031

工事損失引当金 7,751 5,204

その他 70,585 66,022

流動負債合計 1,078,684 1,160,404

固定負債   

社債 30,000 20,000

長期借入金 55,836 55,879

ノンリコース借入金 ※３ 66,192 ※３ 78,397

リース債務 126 130

繰延税金負債 46,956 61,911

再評価に係る繰延税金負債 21,091 19,723

役員株式給付引当金 301 267

不動産事業等損失引当金 993 993

環境対策引当金 616 314

退職給付に係る負債 51,029 52,214

その他 20,091 22,447

固定負債合計 293,235 312,279

負債合計 1,371,919 1,472,684

純資産の部   

株主資本   

資本金 57,752 57,752

資本剰余金 41,752 43,794

利益剰余金 334,957 387,670

自己株式 △1,964 △1,938

株主資本合計 432,497 487,279

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 140,246 177,587

繰延ヘッジ損益 △283 112

土地再評価差額金 20,435 19,788

為替換算調整勘定 △365 128

退職給付に係る調整累計額 1,629 1,882

その他の包括利益累計額合計 161,662 199,499

非支配株主持分 49,916 25,227

純資産合計 644,076 712,006

負債純資産合計 2,015,996 2,184,690
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高   

完成工事高 1,284,196 1,321,876

不動産事業等売上高 49,000 48,926

売上高合計 1,333,197 1,370,802

売上原価   

完成工事原価 1,136,153 1,167,064

不動産事業等売上原価 34,247 34,118

売上原価合計 1,170,401 1,201,182

売上総利益   

完成工事総利益 148,043 154,812

不動産事業等総利益 14,752 14,808

売上総利益合計 162,796 169,620

販売費及び一般管理費 65,663 70,736

営業利益 97,132 98,883

営業外収益   

受取利息 1,410 1,206

受取配当金 5,636 6,057

その他 604 1,142

営業外収益合計 7,652 8,406

営業外費用   

支払利息 1,840 1,581

子会社株式取得関連費用 － 472

為替差損 298 －

その他 211 373

営業外費用合計 2,350 2,427

経常利益 102,433 104,862

特別利益   

投資有価証券売却益 3,037 3,135

その他 626 585

特別利益合計 3,664 3,720

特別損失   

減損損失 0 1,291

その他 235 818

特別損失合計 235 2,109

税金等調整前四半期純利益 105,862 106,473

法人税、住民税及び事業税 22,785 28,291

法人税等調整額 8,363 918

法人税等合計 31,148 29,209

四半期純利益 74,713 77,263

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,151 1,500

親会社株主に帰属する四半期純利益 70,562 75,763
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 74,713 77,263

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 7,518 37,291

繰延ヘッジ損益 67 395

為替換算調整勘定 △7,313 1,172

退職給付に係る調整額 265 251

持分法適用会社に対する持分相当額 △11 32

その他の包括利益合計 526 39,142

四半期包括利益 75,240 116,406

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 73,782 114,246

非支配株主に係る四半期包括利益 1,458 2,159
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【注記事項】

（追加情報）

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

１　取引の概要

当社は、取締役及び執行役員（社外取締役及び海外居住者を除く。以下「取締役等」という。）へのイン

センティブプランとして、平成27年度から業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入して

いる。本制度は当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的とした、会

社業績との連動性が高く、かつ透明性及び客観性の高い報酬制度である。

具体的には、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用し、あらかじめ役員

報酬ＢＩＰ信託により取得した当社株式を各連結会計年度の業績目標の達成度等に応じて当社取締役等に交

付する。

２　信託に残存する当社株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上している。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末294百万円及び

281,000株、当第３四半期連結会計期間末261百万円及び248,999株である。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

下記の会社等の借入金について保証を行っている。

前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

㈱オーク香取ファーム 187百万円  ㈱オーク香取ファーム 187百万円

従業員住宅購入借入金 130  従業員住宅購入借入金 102

その他 3  その他 3

計 321  計 292

上記金額は他社分担保証額を除いた当社及び連結子会社の保証債務額を記載している。

 

※２　四半期連結会計期間末日の満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理して

いる。

当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形等が当第３四半期連結会計

期間末日の残高に含まれている。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 
 

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －百万円  307百万円

電子記録債権 －  105

支払手形 －  1,561

電子記録債務 －  8,672

 

※３　「1年内返済予定のノンリコース借入金」及び「ノンリコース借入金」は、連結子会社でＰＦＩ事業、不動

産事業又は再生可能エネルギー事業における特別目的会社が、当該ＰＦＩ事業、不動産事業又は再生可能エネ

ルギー事業を担保とするノンリコースローンとして金融機関等から調達した借入金である。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

 
 
 

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 10,891百万円  10,624百万円

のれんの償却額 149  161
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１　配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 9,334 13

平成28年

３月31日

平成28年

６月30日
利益剰余金

平成28年11月８日

取締役会
普通株式 6,462 9

平成28年

９月30日

平成28年

12月２日
利益剰余金

（注）１　平成28年６月29日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する

当社株式に対する配当金３百万円が含まれている。

２　平成28年11月８日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社

株式に対する配当金２百万円が含まれている。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　　該当事項なし。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１　配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 13,643 19

平成29年

３月31日

平成29年

６月30日
利益剰余金

平成29年11月８日

取締役会
普通株式 10,052 14

平成29年

９月30日

平成29年

12月４日
利益剰余金

（注）１　平成29年６月29日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する

当社株式に対する配当金５百万円が含まれている。

２　平成29年11月８日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社

株式に対する配当金３百万円が含まれている。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　　該当事項なし。
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（セグメント情報）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合　計
 

国　内
建　築

海　外
建　築

国　内
土　木

海　外
土　木

不動産 計

売上高         

外部顧客への売上高 745,172 239,334 241,998 57,692 27,563 1,311,760 21,436 1,333,197

セグメント間の

内部売上高又は振替高
27,890 29 15,301 － 852 44,074 5,537 49,611

セグメント売上高 773,062 239,363 257,299 57,692 28,416 1,355,834 26,974 1,382,808

営業利益又は営業損失         

外部顧客売上高に対応する

営業利益又は営業損失（△）

（注２）

60,147 3,655 26,464 △872 6,374 95,768 1,363 97,132

セグメント間の

内部営業利益又は振替高
535 △17 740 △2 △0 1,255 △64 1,191

セグメント利益又は損失（△） 60,683 3,637 27,205 △875 6,373 97,024 1,299 98,324

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＰＦＩ事業、再生可能エネル

ギー事業、金融事業及びゴルフ場事業等を含んでいる。

２　「外部顧客売上高に対応する営業利益又は営業損失」は、「セグメント利益又は損失」から「セグメント

間の内部営業利益又は振替高」を控除した金額であり、「外部顧客売上高に対応する営業利益又は営業損

失」の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合　計
 

国　内
建　築

海　外
建　築

国　内
土　木

海　外
土　木

不動産 計

売上高         

外部顧客への売上高 734,479 281,965 248,112 57,318 25,879 1,347,755 23,046 1,370,802

セグメント間の

内部売上高又は振替高
39,788 65 11,508 － 855 52,218 5,897 58,116

セグメント売上高 774,268 282,031 259,621 57,318 26,735 1,399,974 28,944 1,428,919

営業利益         

外部顧客売上高に対応する

営業利益（注２）
60,684 2,843 27,578 440 4,789 96,335 2,547 98,883

セグメント間の

内部営業利益又は振替高
2,061 △16 12 △1 △0 2,055 △56 1,998

セグメント利益 62,745 2,827 27,591 439 4,788 98,391 2,490 100,882

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＰＦＩ事業、再生可能エネル

ギー事業、金融事業及びゴルフ場事業等を含んでいる。

２　「外部顧客売上高に対応する営業利益」は、「セグメント利益」から「セグメント間の内部営業利益又は

振替高」を控除した金額であり、「外部顧客売上高に対応する営業利益」の合計額は、四半期連結損益計算

書の営業利益と一致している。
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２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利　益
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

報告セグメント計 97,024 98,391

「その他」の区分の利益 1,299 2,490

セグメント間取引消去 △1,191 △1,998

四半期連結損益計算書の営業利益 97,132 98,883

 

 

（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

当社は、平成29年５月10日開催の取締役会において、大林道路株式会社（東京証券取引所市場第一部、証券

コード：1896、以下「対象者」という。）の普通株式を公開買付け（以下、「本公開買付け」という。）により

取得することを決議し、本公開買付けを平成29年５月11日から平成29年６月21日まで実施した。その結果、取得

した株式数及び買付け等を行った後の所有割合は以下のとおりであった。

買付け等を行う前の所有株式数及び所有割合　　　　18,746,521株　　　41.67％

買付け等により取得した株式数及び所有割合　　　　21,693,435株　　　48.22％

買付け等を行った後の所有株式数及び所有割合　　　40,439,956株　　　89.89％

その後、対象者は、株式併合等の手続きを行い、平成29年９月20日付で当社の完全子会社となっている。

 

１　企業結合の概要

（１）本公開買付けの目的

当社は、当社が対象者を完全子会社化することは、親子上場に伴う親会社と少数株主の将来的な利益相反

の回避、並びにグループ経営戦略における意思決定の迅速化等、当社グループ経営の自由度の向上に資する

と判断されることに加え、当社主導の下でより実効性のある法令遵守体制の構築・運用をはじめとする対象

者の更なるコンプライアンスの強化が可能となり、また、当社が対象者を完全子会社化することによるノウ

ハウの共有、技術開発の促進と生産力の向上、営業情報の集約化による競争力の向上、当社グループ内での

人的・財務的経営リソースの効果的な配分等、グループ経営基盤の強化による対象者の企業価値の向上及び

グループ全体の事業効率の向上のために非常に有益であり、当社グループの「将来への布石」となり得ると

の結論に至った。

（２）本公開買付けの方法

現金を対価とした株式取得

２　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支

配下の取引等のうち、非支配株主との取引として会計処理を行った。

３　追加取得した子会社株式の取得原価

取得の対価　　　　　現金　　　　　24,668百万円

取得原価　　　　　　　　　　　　　24,668百万円

４　非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

（１）資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

（２）非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

2,041百万円
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

  
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額  98円31銭 105円55銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額
(百万円) 70,562 75,763

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に

帰属する四半期純利益金額
(百万円) 70,562 75,763

普通株式の期中平均株式数 (千株) 717,789 717,801

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２　役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めている。当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期

間3,720千株、当第３四半期連結累計期間3,707千株であり、このうち役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社

株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間281千株、当第３四半期連結累計期間261千株である。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項なし。

 

 

２【その他】

中間配当に関する取締役会の決議

１　決議年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年11月８日

２　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　10,052,871,052円

３　１株当たりの額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14円

４　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　　平成29年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成３０年２月１４日

株式会社 大 林 組

取 締 役 会 　御 中
 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　長　坂　　　　隆　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　諏　訪　部　　修　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　佐　藤　　賢　治　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大林

組の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２９年１０月１

日から平成２９年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大林組及び連結子会社の平成２９年１２月３１日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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